容器包装リサイクル法に関するアンケート調査ご協力のお願い
平成22年9月

財団法人食品産業センター

拝啓　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素は格別のご高配を賜り、有り難く厚く御礼申し上げます。

　さて、当センターでは、この度、下記趣旨に基づき容器包装リサイクル法に関するアンケート調査を実施することといたしました。

何卒、皆様には趣旨ご理解の上、ご協力賜りたくお願い申し上げます。

記

1． アンケートの目的

容器包装リサイクル法は、平成18年に改正が行われましたが（平成20年４月１日完全施行）、法律により完全施行から５年を経過した場合に検討を行うことが法律の附則で規定されています。この法律は、食品関連事業者にとっても密接に関連する法律の一つであるところから、（財）食品産業センターとしても、この検討に向け積極的に取組んで行くことが必要であると考えています。

そこで、当センターは、現行の法制度に対する事業者の評価等を検証するためのアンケートを実施することといたしました。

アンケートは、当センターが環境ニュースを配信する企業、団体を対象として実施いたします。団体におかれましては、団体ご自身のご回答もしくは、会員企業様ご自身のご回答のいずれでも結構です。（できれば１社でも多くの企業様よりご回答を賜れば幸いです。）

2． アンケート結果の利用

本アンケートは、次期法制度の検討の参考とさせていただくもので、それ以外にはこのデータは使用いたしません。

3． アンケートのご返送及び本件に対するお問い合わせ

★アンケートは、９月３０日までにＦＡＸまたは、メールでご返信をお願い致します。返送先はアンケート用紙の冒頭に記載いたしました。

★本件に関する問い合わせ先


以上



Ｑ１．会社の概要について
問１　貴社の従業員数（おおむね常時使用する従業員の数）について、１つに○をつけて下さい。

　　ａ．５人以下　　  ｂ．６人～２０人　  　ｃ．２１人～１００人　  ｄ．１００人超
問２　貴社の前年度の総売上高について、１つに○をつけて下さい。

　　ａ．７千万円以下　ｂ．７千万円超～２億４千万円以下　ｃ．２億４千万円超
問３　貴社は容器包装リサイクル法に定める再商品化義務が生じる特定事業者に当たりますか。１つに
○をつけて下さい。
　ａ．該当する。
ｂ．該当しない。

ｃ．わからない。（わからないに○をつけられた方はその理由をお書きください。）

理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ｑ２．容器包装リサイクル法に対する貴社の評価等について

問４　容器包装リサイクル法は容器包装廃棄物の排出量の増大抑制、廃棄物を埋め立てる最終処分場の
延命を目的の一つとして制定されましたが、その効果は果たしていると思われますか。１つに○をつけ
て下さい。また、ｂ（★）またはｃ（★）に○をつけられた方は、その理由もお書き下さい。
ａ．効果は十分果たしていると思う。
ｂ．ある程度の効果は発揮したと思うが、十分果たしたとは言えないと思う。（★）

　理由：

ｃ．わからない。（★）

理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
問５　容器包装リサイクル法の特色は、従来、市町村が責任を担っていた容器包装廃棄物の処理を、消
費者は分別して排出し、市町村が分別収集し、事業者は再商品化（リサイクル）するという３者（各主

体）の役割分担をはっきり決めたことです。貴社はこの３者がそれぞれの役割（義務）を果たしている
と思いますか。１つに○をつけて下さい。
　ａ．３者（各主体）とも役割を十分に果たしている。
　ｂ．役割を十分に果たしているとは言えないが評価できる程度には果たしている。
　ｃ．果たしていない（★）
ｄ．わからない
問５－２　上記質問でｃ（★）に○をつけられた方にお尋ねします。
役割を果たしていないと思われる主体は３者のうちいずれだと思いますか。該当するものに○をつけ、
その理由もお書き下さい。（複数回答可）
　ａ．消費者が役割を果たしていないと思う。

理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　ｂ．市町村が役割を果たしていないと思う。

　　理由：

　ｃ．事業者が役割をはたしていないと思う

理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　ｄ．その他ご意見があればご意見と理由をご記入下さい。
ご意見：　
理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
問６　容器包装リサイクル法では事業者にリサイクル費用の負担が義務付けられていますが、現在貴社
が支払っているリサイクル費用（日本容器包装リサイクル協会に支払っている再商品化委託料）を、貴
社は循環型社会構築という観点でどのよう評価していますか。１つに○をつけて下さい。また、理由を
お書き下さい。
ａ．現在の再商品化委託料は妥当な負担として評価できる。

　　理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ｂ．現在の再商品化委託料は事業者として負担が少ない、負担額をもっと増やすべきである。

理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ｃ．現在の再商品化委託料は事業者として負担が多い、もっと少なくすべきである。

　　理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ｄ．わからない

　ｅ．再商品化委託料は支払っていない。

　ｆ．その他ご意見があればご記入ください。

　　ご意見：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｑ３．貴社の３Ｒの推進について
　一般廃棄物の排出量が少なくなっていないという市民団体からの指摘や、前回改正時における国会の
付帯決議でも容器包装廃棄物の減量化が進まないことに対する指摘があったように、事業者が行う３Ｒ
（リデﾕ―ス、リユース、リサイクル）の取組に対し、市民、自治体、国からは、その効果（努力）を
疑問視する意見も多くあります。貴社の３Ｒへの取組に対するご意見をお聞かせ下さい。

問７　貴社は積極的に容器包装の３Ｒに取り組んでいますか。１つに○をつけて下さい。
　ａ．専門の担当部署を設ける等、積極的に取り組んでいる。

　ｂ．業界、同業社など他社の水準程度の努力はしている。
　ｃ．取り組みたいが方法がわからない。または、取り組んでいない。

ｄ．その他ご意見があればご記入ください。

ご意見：　　　　　　　　　　　　　　　　　

問８　貴社が使用する容器包装の量（総量※）は２００４年度と比較して、直近の年度では減少して
いますか。１つに○をつけて下さい。（また、２００４年度と比較できない方は、貴社がデータを持つ
去の一番古い年度と比較してお答え下さい。その場合は２００４年度に置き換えて、比較した年度をご
記入下さい。）※再商品化義務のある容器包装だけでなく義務のない容器包装も含んだ総量です。
　ａ．減っている。（２００４年度対比：　　　　％）または（　　　　　　年度対比　　　　％）　　　
　ｂ．増えている。（２００４年度対比：　　　　％）または（　　　　　　年度対比　　　　％）
ｃ．横ばい。　　（２００４年度対比：　　　　％）または（　　　　　　年度対比　　　　％）

ｄ．わからない。（わからないに○をつけられた方はその理由をお書きください。）

　　理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
問９　貴社の今後の３Ｒへの取組の方向性ついて、近い考え方１つに○をつけて下さい。

　ａ．かなり取組は進んだ。現状では限界に近い状態にある。
　ｂ．まだまだ取組の余地があると考えている。
　ｃ．わからない
Ｑ４．容器包装リサイクル法の課題について

問１０　下記に挙げた事柄は容器包装リサイクル法の検討の際、容リ法制度に関わる課題として議論の対象となると思われるものです。このうち貴社が重要と思われるのについて、該当するものに○をつけて下さい。（複数回答可）
　ａ．拡大生産者責任の強化など事業者の役割（費用）分担の見直し

ｂ．事業者の３Ｒ取組に関する自主的取組の推進

ｃ．容器包装廃棄物の収集等の有料化

ｄ．プラスチック製容器包装の再商品化手法及び入札制度の在り方

ｅ．容器包装以外のプラスチックのリサイクルの在り方
　ｆ．ただ乗り事業者の存在

　ｇ．容器利用事業者と容器製造事業者との負担割合の見直し

　ｈ．消費者に対する普及啓発・環境教育の推進

　ｉ．その他（上記以外にご意見があればご記入下さい。）
　　ご意見：
Ｑ５．自由意見
その他、容器包装リサイクル制度に関するご意見や質問があれば何でも結構です。ご記入下さい。
　
　
　

　

　
アンケートにご回答を頂いた貴社について
ご回答いただいた貴社に関する質問です。
差し支えない範囲で結構です。ご記入をお願いいたします。
	貴社名または団体名
	

	貴社が所属する団体名
	

	ご回答者のお立場
	ａ．役員　ｂ．管理職　ｃ．従業員　ｄ．その他（　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　


　
以上でアンケートは終わりです。ご協力有難うございました。
《返送先》（財）食品産業センター　技術環境部　行き


FAXによる返送：０３－３２２４－２３９８





メールによる返送：hasemina@shokusan.or.jp


（件名にアンケートとお書き下さい。）





























　容器包装リサイクル制度に関するアンケート《用紙》
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（財）食品産業センター　技術環境部　（担当：下田・砂田）


東京都港区赤坂１-９-１３　三会堂ビル３階


ＴＥＬ：０３－３２２４－２３９０、２３８６　　　　　　


ＦＡＸ：０３－３２２４－２３９８


ｅメール：� HYPERLINK "mailto:m-shimoda@shokusan.or.jp" �m-shimoda@shokusan.or.jp�
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